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Abstract
　The purpose of this study was to examine characteristics related to the competencies and 
training of supervisors for school education at education centers and to clarify factors affecting 
their competencies. An analysis of national survey data on education centers revealed the 
following points. 1) In many cases, individuals became supervisors when they were appointed 
by the local government, not through their own will and determination to pursue the position. 
2) Recognition of the importance of competencies differed little according to position and age, 
but there was a gender difference. Job performance differed little between genders and improved 
with age and experience. Therefore, a mechanism for training young supervisors who have little 
experience is needed. 3) Many of the supervisors had received internal training to improve their 
competencies. However, they had few opportunities to participate in external training, indicating 
that it is important to develop a system in which supervisors who have participated in external 
training can share what they learn with other supervisors. 4) The professional development of 
supervisors was influenced by work-related experiences with research and training, experiential 
learning, and their sense of responsibility toward their professional duties. Because a lack of 
training opportunities, the burdens of the job, and a stagnant organizational culture may negatively 
impact the competencies of supervisors, it is necessary to consider their responsibilities and work 































































































調査の結果，指導主事 1,533名（回収率 68.3%），所長 64名（回収率 100.0%）より回答が得ら
れた。教育センター指導主事の年齢は 40代が最も多く，平均年齢は 47.0歳であった。指導主事
経験年数は平均 2.9年，性別は男性 68.4%・女性 30.4%で，男性が 3分の 2以上を占めていた。
教育センター所長の平均年齢は 57.9歳，所長経験年数は最長の者で 5年であるが，平均経験年






















年代 ％ 人数 経験年数 ％ 人数 性別 ％ 人数 年代 ％ 人数 経験年数 ％ 人数 性別 ％ 人数
30代 1年 男性 53～55歳 1年 女性
40代 2年 女性 56歳 2年 男性
50代 3年 無回答 57歳 3年 計
60代 4年 計 58歳 4年
無回答 5年 59歳 5年
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（資料 4）。その結果，教員時代も含めた業務経験は 3因子が析出され，第 1因子「他の指導主事
との多様な交流経験」（α =.86），第 2因子「研究・研修を中心とした業務経験」（α =.82），第 3
因子「研究会での学習経験」（α =.76）があることがわかった。リアリティショック・負担感・
困難も 3因子で，第 1因子「学ぶ機会の不足」（α =.88），第 2因子「経験学習の遂行（経験か
ら多角的に検証・修正し，仕事のやり方を見出す）」（α =.83），第 3因子「業務上の負担感」（α
=.69）となった。コミットメントについては，第 1因子「センター指導主事という職務に対する
充足感」（α =.92），第 2因子「センター指導主事という職務に対する責任感」（α =.78）という
2因子であった。組織的印象は 1因子のみで「停滞的な組織風土」（α =.81），職場の雰囲気は 2





※数値は β 係数，有意な係数のみ矢印表示，絶対値.20 以上は太線，負の係数は点線










研 修 adj R2=.30***


















































































































Lunenberg, M., Dengerink, Y. & J. Korthagen, F.A.J. “The Professional Teacher Educator: Roles, Behavior, and 










59回大会（名古屋大学 2019年 6月 9日）において発表したものを加筆・修正したものである。
























① 受講者の実態やニーズを把握し研修を企画することができる 0.0 0.0 14.1 85.9 0.5 0.3 11.5 87.7 1.5 22.5 67.4 8.5
② 教員育成指標とのつながりを意識した研修を企画することができる 0.0 1.6 28.1 70.3 0.6 1.4 22.3 75.7 4.5 33.0 55.6 6.9
③ 教職員の発達や成長についての理論に基づいて研修を実施することができる 0.0 4.7 50.0 45.3 0.6 2.8 33.7 62.9 8.0 41.9 45.6 4.5
④ センターが実施する研修の全体像を見渡した上で，研修を実施することができる 0.0 3.2 38.1 58.7 0.7 2.1 31.9 65.3 6.7 37.8 48.6 6.8
⑤ 最先端の理論や情報に基づいた研修を実施することができる 0.0 1.6 52.4 46.0 0.6 1.4 28.4 69.5 7.4 40.4 44.6 7.6
⑥ 研修において知識や情報を受講者に分かりやすく伝えることができる 0.0 0.0 20.3 79.7 0.4 0.5 11.0 88.2 2.0 25.1 61.8 11.0
⑦ 研修において受講者が充実した学びができるようコーディネートすることができる 0.0 0.0 15.6 84.4 0.4 0.5 16.9 82.2 2.8 29.9 59.4 8.0
⑧ 研修の目的に応じて，講義，協議，演習，模擬授業，発表を組み合わせた研修を実施することができる 0.0 0.0 17.2 82.8 0.4 0.7 16.4 82.5 2.1 19.0 61.9 17.0
⑨ 研修の成果や課題を検証することができる 0.0 0.0 23.8 76.2 0.5 1.8 25.6 72.2 5.5 39.6 48.6 6.3
⑩ 研修の効果検証によって得られた知見を次回の研修に生かすことができる 0.0 0.0 20.3 79.7 0.5 1.1 21.2 77.1 3.7 31.7 55.0 9.5
【研究について】
① 研究倫理を正しく理解し，遵守しようとすることができる 0.0 3.1 39.1 57.8 0.5 2.9 31.6 65.0 7.2 32.5 50.5 9.7
② データや資料を適切に保管し，研究に生かすことができる 0.0 1.6 45.3 53.1 0.4 1.9 30.0 67.8 5.5 32.4 52.5 9.6
③ 現場の課題に即した実践的な研究をすることができる 0.0 0.0 18.8 81.3 0.4 0.7 19.5 79.4 5.7 31.5 52.7 10.2
④ 都道府県・政令指定都市が直面する課題に即した実践的な研究をすることができる 0.0 0.0 37.5 62.5 0.6 3.0 30.3 66.1 8.0 40.2 45.6 6.2
⑤ パンフレット，リーフレット等の作成や研究発表会を通して，研究成果を分かりやすく伝えることができる 0.0 3.1 39.1 57.8 　 0.8 4.3 35.1 59.8 7.4 37.8 45.9 8.9
⑥ 大学等の研究機関と連携して研究を進めることができる 1.6 9.4 64.1 25.0 0.7 9.1 48.5 41.7 17.8 47.1 29.0 6.0
⑦ 長期研修生の研究指導を適切に行うことができる 3.1 4.7 45.3 46.9 1.1 6.8 41.2 50.9 9.2 35.6 44.8 10.3
⑧ 調査したデータを適切に分析することができる 0.0 1.6 34.4 64.1 0.5 2.7 34.2 62.6 9.0 38.4 46.4 6.2
⑨ 分析した結果から課題やエビデンスを抽出することができる 0.0 1.6 29.7 68.8 0.5 2.2 31.7 65.7 8.7 44.0 41.8 5.5
⑩ 研修に生かすことのできる研究を行うことができる 0.0 0.0 40.6 59.4 0.5 2.7 30.4 66.4 9.3 39.1 44.2 7.4
【学校訪問支援（コンサルテーション）について】
① 学校に寄り添って学校を改善するという姿勢を持って学校訪問支援をすることができる 0.0 0.0 10.9 89.1 0.4 0.5 17.2 81.9 3.7 19.2 62.0 15.1
② 学校に継続的に関与する等，中長期的な視野で学校改善を支援することができる 0.0 6.3 48.4 45.3 0.4 2.1 29.8 67.7 9.4 46.2 38.6 5.8
③ センターとしての方針を踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0 3.1 40.6 56.3 0.5 3.8 35.6 60.1 5.9 27.2 57.2 9.7
④ 学校の現状やニーズを踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0 0.0 21.9 78.1 0.4 0.7 19.3 79.6 3.9 22.3 61.8 12.0
⑤ 学校を多角的に分析し，学校の現状や課題を把握することができる 0.0 0.0 47.6 52.4 0.5 2.8 31.8 64.9 8.4 46.9 39.7 5.0
⑥ 管理職・研究主任等との良好な関係構築を行いつつ，学校訪問支援をすることができる 0.0 3.1 34.4 62.5 0.4 2.2 31.6 65.9 5.0 24.0 59.0 12.0
⑦ 学校訪問支援の際には，実践の改善に向けた具体的な情報を提供することができる 0.0 0.0 28.1 71.9 0.3 1.1 22.5 76.0 3.5 26.9 57.9 11.8
⑧ 学校訪問支援の際には，学校や個々の教職員が勇気づけられるよう感情面での支援を行うことができる 0.0 4.7 39.1 56.3 0.5 3.2 31.2 65.2 3.9 26.8 56.5 12.8
⑨ 学校訪問支援の際には，教職員が納得する形で実践の評価（価値付け）を行うことができる 0.0 7.8 28.1 64.1 0.4 2.8 29.9 66.9 4.9 35.9 51.8 7.5
⑩ 学校訪問支援の際には，大学など関係機関とのネットワーク構築や連携を促すことができる 0.0 23.4 53.1 23.4 1.6 14.6 45.6 38.2 22.4 52.0 22.1 3.5
【教育相談について】
① 児童生徒に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 7.9 27.0 63.5 1.0 3.1 25.0 70.9 6.7 27.7 43.5 22.1
② 保護者に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 9.5 25.4 63.5 0.9 3.6 24.8 70.6 7.4 28.1 42.9 21.6
③ 学校に対して教育相談に関する指導・助言をすることができる 0.0 3.2 28.6 68.3 0.6 1.6 22.1 75.7 8.2 33.3 41.7 16.8
④ 学校以外の関係機関と連携をとって教育相談に関する対応をとることができる 0.0 6.3 41.3 52.4 0.7 2.0 27.0 70.2 9.7 38.6 36.5 15.2
⑤ 現場の教員向けの教育相談に係る事例集や手引き，教材などを作成することができる 0.0 12.7 42.9 44.4 0.6 5.1 36.5 57.9 12.5 45.7 31.7 10.1
⑥ 教育相談に係る研修講座を実施することができる 0.0 3.2 38.1 58.7 0.7 2.6 30.1 66.6 11.7 35.9 35.9 16.5
⑦ 特別支援教育に係る教材を作成することができる 0.0 20.6 44.4 34.9 0.9 5.4 34.1 59.6 16.9 43.3 28.9 10.8
⑧ 教育相談に関する基本的な知識・技能を身に付けることができる 0.0 6.3 30.2 63.5 0.6 1.2 26.1 72.1 9.3 35.0 40.8 14.9
⑨ 教育相談の関係機関につなげることができる 0.0 4.8 34.9 60.3 0.7 2.3 27.7 69.3 8.9 34.5 40.8 15.9
⑩ 特別支援教育の関係機関につなげることができる 0.0 9.5 33.3 57.1 0.8 2.0 28.2 69.0 　 10.3 37.2 38.9 13.6
【教育行政について】
① 法律や規則等の事務処理上のルールを理解し，適正に事務処理することができる 0.0 1.6 40.6 57.8 0.4 1.0 21.3 77.3 2.2 20.3 62.9 14.6
② 起案の仕組みを理解した上で，起案文書を作成することができる 0.0 1.6 52.4 46.0 0.5 1.6 27.4 70.6 1.4 13.1 62.8 22.7
③ 上司・同僚と相談しつつ仕事を進めることができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.3 0.3 15.6 83.8 1.3 6.7 56.7 35.3
④ 様々なニーズや考え方を総合し，バランスの取れた判断をすることができる 0.0 1.6 21.9 76.6 0.3 0.4 20.3 79.0 2.0 18.7 64.9 14.4
⑤ 国・都道府県・政令指定都市の教育政策・教育施策を踏まえた上で仕事を進めることができる 0.0 1.6 29.7 68.8 0.3 1.2 21.8 76.6 2.1 22.0 61.8 14.1
⑥ 説明責任を意識した仕事を進めることができる 0.0 1.6 26.6 71.9 0.3 0.6 20.8 78.3 1.9 19.2 62.0 17.0
⑦ 本庁の方針と一貫して，仕事を進めることができる 0.0 1.6 35.9 62.5 0.3 1.3 25.2 73.2 2.8 21.8 61.3 14.1
⑧ 学校訪問支援の準備等の各種調整業務を適切に行うことができる 0.0 1.6 39.1 59.4 0.3 1.5 28.6 69.6 2.2 17.6 64.6 15.5
⑨ 所属センターの業務目標や当面の課題を正確に理解した上で仕事を進めることができる 0.0 0.0 25.0 75.0 0.3 0.8 24.7 74.1 1.8 20.8 62.5 14.9
⑩ 費用対効果を意識して，事業計画を企画・立案することができる 0.0 3.1 53.1 43.8 0.5 2.8 33.4 63.3 5.2 36.3 49.3 9.2
【資質について】
① 児童生徒の成長を願って仕事に取り組むことができる 0.0 0.0 7.8 92.2 0.4 0.1 11.0 88.5 1.0 8.4 52.7 37.9
② メンタルヘルスに留意しながら仕事を進めることができる 0.0 0.0 34.4 65.6 0.5 1.4 25.1 73.0 6.0 25.5 50.9 17.5
③ 業務を円滑に進めるために説得や傾聴をすることができる 0.0 1.6 28.1 70.3 0.4 0.9 23.3 75.4 2.2 15.4 61.7 20.8
④ 課題を持って学び続けることができる 0.0 0.0 15.6 84.4 0.4 0.3 19.2 80.1 1.9 17.3 57.7 23.0
⑤ 社会の動きに関しての情報を収集することができる 0.0 0.0 29.7 70.3 0.3 0.7 21.4 77.6 2.0 24.5 58.0 15.5
⑥ 学校現場の実状を理解し，寄り添うことができる 0.0 0.0 17.2 82.8 0.4 0.3 15.9 83.4 1.8 20.5 59.8 18.0
⑦ これからの教育の在り方に関する自分なりの考え方を持って仕事をすることができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.4 1.3 21.2 77.0 2.3 19.4 56.6 21.6
⑧ 研究・研修を通じて教職員の成長を支援する仕事に誇りを持って，仕事に取り組むことができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.5 1.3 21.8 76.5 2.9 18.0 54.6 24.4
⑨ 学校教育の社会的使命を自覚し，仕事をすることができる 0.0 0.0 29.7 70.3 0.5 0.9 22.8 75.9 2.5 15.9 59.6 22.0











所　長＜重要度＞ とても重要 やや重要 あまり
重要でない
重要でない





























































































































































































項　目 第1因子 第2因子 因子名
本センターでは，ふだん受講者の変容を話題にすることが少ない
本センターでは，教育に対する使命感などはふだん余り話題にならない
本センターでは，所員に「我々（われわれ）」という意識が少ない
本センターでは，学校現場の管理職や市区町村教委のことを
余り話題にしたがらない
本センターでは，センターの活性化や改善について余り話題にならない
本センターでは，指導主事間で個人的悩みなどを相談し合うことが少ない
本センターでは，所内での各会議で，各所員の意見が出にくい雰囲気である
本センターでは，何事につけても工夫よりも慣行や伝統の方を重視しやすい
本センターでは，何事につけてもセンターとしての活動や考え方が前面に出される
※天井効果・フロア効果のある項目を除き分析。
数値は最尤法・プロマックス回転による因子負荷量。
資料4　因子分析結果
職場の雰囲気
業務経験
リアリティショック・負担感・困難感
コミットメント
組織的印象
学ぶ機会の不足
経験学習の遂行
（経験から多角的に検証・修正し，
仕事のやり方を見出す）
センター指導主事という職務
に対する充足感
センター指導主事という職務
に対する責任感
閉塞的な雰囲気
固定的な雰囲気
他の指導主事との多様な交流経験
研究・研修を中心とした業務経験
研究会での学習経験
停滞的な組織風土
